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１．はじめに 

1990 年代後半以降、日本では気温が夏か

ら秋にかけて高く、冬から春にかけて低くな

る傾向があり、これはラニーニャ現象の影響

に類似している。この期間においては、全球

平均気温の上昇傾向が不明瞭となっており、

地球温暖化の停滞として注目されている

（Easterling and Wehner 2009）。最新の研

究の中では、地球温暖化の停滞にはラニーニ

ャ現象に近い状況が続いていることが寄与

しており、これは太平洋十年規模振動

（PDO：Mantua et al. 1997）や太平洋数十

年規模振動（IPO：Zhang et al. 1997, Power 

et al. 1999）のような大規模な十年規模変動

に伴って発生している可能性が高いと指摘

されている（Meehl et al. 2013; Kosaka and 

Xie 2013）。 

年々変動としてのエルニーニョ/ラニーニ

ャ現象はテレコネクションを通して日本の

天候と大きく関連していることから、十年程

度の長い時間規模においても熱帯海洋の変

動が日本の天候に影響を与えていることが

考えられる。そこで、本研究では 1990年代

後半以降の期間に注目し、日本の天候や大規

模な大気・海洋の場に見られる特徴を示し、

両者の関連について考察する。 

 

２．使用データ 

本研究では、いずれも気象庁による長期再

解析（JRA-55, Kobayashi et al. 2015）、海

面水温解析（COBE-SST, Ishii et al. 2005）、

海洋データ同化（MOVE-G, Usui et al. 

2006）、及び日本国内 15地点 1の地上観測気

温を用いる。なお、MOVE-G については観

測値の変化（衛星データの有無）等により、

データの均質性が低下している場合がある

ため、Ishii and Kimoto（2009）による客観

解析データも用いて両者の整合性を確認す

る。平年値は 1981年～2010年の 30年平均

を用いる。 

 

 

図１ 日本の気温の時系列（５年移動平均）（℃）。黒

線は年平均（前年 12月～当年 11月）、赤線は夏－秋平

均（６月～11月）、青線は冬－春平均（12月～５月）。

点線は 1999 年～2011 年の期間について求めた線形ト

レンドで、紫が夏－秋平均、水色が冬－春平均。トレ

ンドはそれぞれ+0.31℃、-0.22℃で、Student の t 検

定によるといずれも 95%の水準で統計的に有意。 

  

                                   

1 1898年以降観測を継続している気象観測所の中から、都

市化による影響が少なく、特定の地域に偏らないように

選定された以下の 15地点の月平均気温。 

網走，根室，寿都，山形，石巻，伏木（高岡市），飯田，

銚子，境，浜田，彦根，宮崎，多度津，名瀬，石垣島 
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３．日本の気温 

図１に地上気象観測に基づく日本の気温

の時系列を示す。年平均値（黒線）は 1990

年代後半までの期間に明瞭な上昇を示した

後に上昇傾向が不明瞭となっており、これは

全球平均気温の挙動と整合的である。一方、

夏－秋の平均（赤線）と冬－春の平均（青線）

を比較すると、前者には上昇傾向、後者には

下降傾向が見られており、明瞭な違いがある。 

図２ａに示した 1999 年から 2012 年の期

間で平均した月平均気温では、気温の下位６

か月が冬－春、上位６か月が夏－秋となって

おり、Wilcoxon（1945）の順位検定に基づ

けば冬－春と夏－秋の二集団の間には 99%

以上の水準で有意な差が存在する。これは図

１で示した時系列の傾向とも整合的で、最近

十年余りの期間は日本において気温の季節

変動が強まっていることを示している。この

傾向はラニーニャ現象時に見られる特徴と

類似しており、実際に日本の月平均気温と

NINO.3指数の相関係数（図２ｂ：縦軸を上

下逆にしてある）と比較すると、ほぼ同じ傾

向となっていることが分かる。従って、近年

の日本の気温に見られる傾向（季節変動の強

化）には熱帯太平洋域の海面水温が影響を与

えている可能性が考えられるため、次節では

同じ期間における海面水温及びそれと関連

する循環場の状況を確認する。 

 

 

 

図２（ａ）日本の月平均気温偏差（1999年～2012年平

均）（℃）。比較がしやすいよう、この期間の年平均値

に対する差で示している。エラーバーは Student の t

検定に基づく 90%信頼区間を表す。（ｂ）日本の月平均

気温偏差と、NINO.3指数の相関係数。縦軸を上下逆に

してある。赤いグラフは相関係数が Studentの t検定

で 95%有意であることを示す。 

 

 

４．海面水温と大気循環場 

図３ａに 1999～2012 年で平均した海面

水温偏差の分布を示す。太平洋熱帯域では西

部で正偏差、中部及び東部で負偏差が分布し、

この期間は海面水温の東西勾配が強まって

平均的にラニーニャ現象側の状態となって

いたことが分かる。また、北太平洋では負の

PDO に相当する偏差分布が見られ、熱帯と

合わせて負の IPO に相当する分布となって

いる。図３ｂで示す上層 200hPaにおける速

度ポテンシャル偏差は太平洋西部で負偏差

120



（上層発散）、東部で正偏差（上層収束）と

なっており、図は省略するが下層 850hPaの

偏差分布はほぼ逆符号の分布となっている。

これらはいずれも海面水温偏差の分布と整

合的であり、ラニーニャ現象時に見られる海

洋大陸付近での対流活動の強化傾向として

理解できる。 

 図４の左側には、上層 200hPaにおける高

度偏差（ａ：冬－春平均、ｂ：夏－秋平均）

を示す。冬－春平均ではユーラシア東部から

日本付近にかけて負偏差が分布している。こ

れは Takaya and Nakamura（2013）で示

唆されている Far Eastern Troughの強まり

と考えられ、日本における冬の低温と整合的

である。夏－秋平均では日本付近で東西方向

に広がる正偏差が特徴的で、上空の西風ジェ

ットが北偏し、気温が高くなることを示して

いる。右側には、海洋大陸付近（図３ｂの赤

四角で示した領域）で平均した 200hPaにお

ける速度ポテンシャル偏差に対する高度偏

差の回帰係数の分布（ｃ：冬－春平均、ｄ：

夏－秋平均）を示している。左右の図は先述

した日本の気温と関連している点を含めて

多くの領域で同様の分布を示しており、３節

で示した日本の気温における季節変動の強

化は、十年規模変動に伴う熱帯域でのラニー

ニャ傾向と対流活動の変化に対する大規模

な循環場の応答によって引き起こされてい

る可能性が高いことが分かる。 

 

 
図３（ａ）1999～2012年で平均した海面水温偏差（℃）。

（ｂ）同じ期間で平均した 200hPaにおける速度ポテン

シャル偏差（106 m2/s）。ドットは t 検定（95%水準）

で有意な領域。 
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図４ （ａ）1999～2012年で平均した 200hPaにおけるジオポテンシャル高度偏差（冬－春平均）。（ｂ）同じく夏

－秋平均。（ｃ）図３の赤四角領域で平均した 200hPaにおける速度ポテンシャル偏差に対する、200hPaにおける

ジオポテンシャル高度偏差の回帰係数（冬－春平均）。（ｄ）同じく夏－秋平均。統計期間は 1959年～2013年。ド

ットは t検定（95%水準）で有意な領域。単位は全て[m]。 

 

図５（ａ）1999～2012年で平均した海面～300m深の鉛直平均水温（VAT）偏差（℃）。ドットは t検定（95%水準）

で有意な領域。（ｂ）（ａ）において青四角（北半球側）で示した領域で平均した VAT偏差の時系列。黒線は MOVE-G、

緑線は Ishii and Kimoto（2009）の客観解析データに基づいて算出したもの。（ｃ）同じく南半球側の時系列。  
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５．表層水温偏差とその時系列 

 十年を超えるような長い時間規模におい

ては、海面のみではなく海洋内部の変動も重

要となることから、海洋の表層水温について

も状況を確認する。図５ａに、MOVE-G よ

り求めた 1999 年～2012 年で平均した海面

から 300m深までの鉛直平均水温（Vertical 

Averaged Temperature：VAT）偏差を示す。

海面水温と同様に太平洋熱帯域の西部で正

偏差、東部で負偏差が明瞭となっているが、

海面水温と比べると赤道からやや離れた領

域に正偏差の強いピークがある点が異なっ

ている。なお、Ishii and Kimoto（2009）に

よる客観解析データと比較したところ、基本

的な傾向に違いは見られなかった（図略）。

また、後述の時系列（図５ｂ、ｃ）において

も、1980 年代以降については両者の間に不

整合はほぼ見られていない。 

西部太平洋熱帯域における正偏差の極大

域付近（図５ａの青四角）で平均した VAT

偏差の時系列（図５ｂ、ｃ）では、1980～

90 年代に若干の低下傾向が見られた後、今

回注目している期間においては急激な上昇

が起きており、2003年～2012年の直近十年

間の平均偏差は北（南）半球側で 0.65K

（0.53K）となっている。一方、ENSOに相

当する年々変動が支配的であった 1971年～

2000 年の期間における標準偏差は北（南）

半球側で 0.63K（0.43K）であり、これは近

年の十年規模での上昇によって、年々変動の

振幅と同程度かそれを上回る規模の正偏差

が数年に渡って持続していることを意味す

る。従って、４節で期間平均として見てきた

状況（十年規模でのラニーニャ傾向）は継続

的に強まる傾向を示しており、その規模や影

響は年々変動と同程度にまで拡大している

可能性が高い。 

６．まとめ 

PDO の位相変化や地球温暖化の停滞期へ

の移行等、長期的な時間スケールの気候変化

が発生した可能性がある 1999年以降の状況

について、観測・再解析データを用いて調べ

た。 

この期間において、日本の気温には夏－秋

にかけて高く、春－冬にかけて低くなる傾向、

すなわち季節変動の強化傾向が見られた。同

時に、太平洋熱帯域では海面水温が西部で高

く、中部から東部にかけて低くなるラニーニ

ャ寄りの状況となり、太平洋熱帯域の対流活

動もこれに対応して西部で対流活発、東部で

不活発となった。全球的な循環場の分布は熱

帯域の対流活動に対する応答と考えられる

特徴が多く見られ、日本の気温における季節

変動の強化とも整合的であった。従って、近

年の日本の天候に見られる特徴には、熱帯域

の海洋、大気循環場に見られる十年規模の気

候変動と、全球規模のテレコネクションが大

きく寄与している可能性が高い。 

加えて、海洋の表層水温では西部太平洋熱

帯域において顕著な暖水偏差の増大が見ら

れ、十年規模での増加幅は年々変動の振幅と

同程度になっている。 

これらの結果から、十年規模変動は日本の

天候に大きな影響を与えており、ENSO に

代表される年々変動だけでは説明しきれな

い部分も多くあることが分かる。もちろん、

Cohen et al.（2014）などで指摘されている

北極海の海氷の減少など、日本の天候の長期

的な変動に影響を与えるメカニズムは他に

も数多くあると考えられる。日本の天候の適

切な監視・予測のために、十年規模変動とそ

の影響について更なる調査研究が必要であ

る。 
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